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要旨 
公立の小中学校において外国人児童生徒等に日本語指導の「特別の教育課程」を実施する
際は、指導目的の設定から評価までを記載した「個別の指導計画」の作成が求められる。
しかし実際の教育現場では、その作成や使い方等に課題があり、十分に活用しきれていな
いという声も聞かれる。本稿では、伊勢崎市の小中学校で日本語指導に携わる教員を対象
に「個別の指導計画」作成についての質問紙調査、およびインタビュー調査を行い、課題
を抽出した。その結果、校内の指導者間の情報共有と連携がまだ不十分であること、指導
計画の具体的な書き方例の提示が必要なことが示された。 
 
１ はじめに 
国内の公立学校に在籍する外国籍児童生徒は、2018 年度（平成 30年度）の調査によると
93,133 万人、そのうち「日本語指導が必要」とされる外国籍児童生徒数は 40,485 人、日本
国籍の児童生徒は 10,274 人となり、合わせて約 5 万人の児童生徒に日本語指導が必要とい
う結果が出ている（注 1）。いずれの人数も前回調査の結果より増加しており、日本語以外
を母語とし、多様な言語・文化背景を持つ児童生徒（以下、外国人児童生徒）が、今後も
増えることが予想される。 
2019 年 6 月 28 日に交付・施行された「日本語教育の推進に関する法律（注 2）」では、
その基本的施策「（1）国内における日本語教育の機会の拡充」において、以下のように明
記している。 
 
［1］外国人等である幼児、児童、生徒等に対する日本語教育（第 12条関係）  
ア 国は、外国人等である幼児、児童、生徒等に対する生活に必要な日本語及び教科
の指導等の充実その他の日本語教育の充実を図るため、これらの指導等の充実を
可能とする教員等（教員及び学校において必要な支援を行う者をいう。）の配置に
係る制度の整備、教員等の養成及び研修の充実、就学の支援その他の必要な施策
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を講ずるものとすること。 
文化庁「日本語教育の推進に関する法律の施行について（通知）」 
 
 学校教育において、外国人児童生徒に対する教育の重要性が示されたことにより、今後
は、教員の配置や研修に関する制度の整備とともに、指導の「質」の充実がより一層求め
られる。 
日本語指導に関しては、2014年度（平成 26年度）から既に在籍学級以外の教室で行われ
る指導を「特別の教育課程」として編成・実施することが可能となっている。しかしなが
ら、前述の調査によると、日本語指導が必要な児童生徒のうち、何らかの日本語指導を受
けている児童生徒数の割合は、外国籍で 79.3％、日本国籍では 74.4％であり、そのうち「特
別の教育課程」による指導を受けている児童生徒数の割合は外国籍 59.8％、日本国籍 56.4％
という結果になっている。今後、この「特別の教育課程」の実施は広がっていくであろう
と期待されるが、単に制度化を進めるだけではなく、その効果的な運用と指導の「質」の
向上に向けて対策を講じていく必要がある。 
「特別の教育課程」の実施には、当該児童生徒個々人の「個別の指導計画」を作成し、
学習評価を行うことが求められる。児童生徒の日本語力を見取りつつ、その状況に応じて
指導の目標・内容・教材・具体的な手立てを柔軟に設定して実践するためには、この「個
別の指導計画」の作成と適切な活用が重要になると考えられる。 
その一方で、教育現場からは、特に日本語指導の経験が浅い教員にとって指導計画の作
成が負担になってしまう場合もあること、指導計画作成自体が目的となってしまい、活用
されずに形骸化してしまう場合もあること等の声が聞かれる。「個別の指導計画」を作成し、
実践して評価を行うという一連のサイクルを効果的に行うためには、その作成や指導実践
に携わる教員への支援も必要になるのではないだろうか。これまで日本語指導の個別の指
導計画作成・活用に関しては、小学校で日本語指導を担当する教員を事例とした研究（古
川 2015）等があるが、まだ十分な調査研究が行われているとは言えない。 
そこで本研究では、日本語指導の「個別の指導計画」の作成・活用の過程において教員
に必要となる配慮や観点を具体的に示し、効果的に活用するための支援方法を提案するこ
とを目的とする。そのために、まず本稿では「個別の指導計画」作成において、教育現場
が抱える課題について検討する。外国人集住地域である群馬県伊勢崎市の小中学校で日本
語指導を担当する教員を対象に実施した調査の結果に基づき、実際に「個別の指導計画」
を作成している教員が感じる困難点や課題、その要因について考察する。 
 
２ 伊勢崎市における調査の概要 
2-1 伊勢崎市の日本語指導の状況 
 伊勢崎市は在住外国人数が市の人口の約 5%となっている。市内の小中学校 34校のうち、
17 校に「日本語教室」が設置され、教員加配を受けている学校も多い。また外国人児童生
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徒の母語に堪能な支援員（外国籍児童生徒学校生活適応支援助手）24名が配置されており、
教員とともに指導・支援に携わっている。 
 伊勢崎市教育研究所には、平成 25 年度から「課題別自主研究日本語教育研究班（以下、
研究班）」が設置され、外国人児童生徒教育や日本語指導に関心を持つ市内の有志教員が実
践研究を行っている。これまでに研究班の教員は児童生徒の日本語の力を見取る共通指標
（古川他 2016）、日本語初期指導プログラム（小池・古川 2018）を作成し、市内の日本語
指導担当教員と共有してきた。また「個別の指導計画」の様式 1・2（図 1・2）の伊勢崎市
版も作成し、記載時の注意や記載例とともに提示している（伊勢崎市教育研究所 2017）。 
伊勢崎市では平成 28 年度から日本語指導の「特別の教育課程」の実施を始め、市内の日
本語教室設置校の教員はこの伊勢崎版の様式を使用して「個別の指導計画」を作成してい
る。これまでに行われた教員研修では、日本語指導担当教員が各校の児童生徒を対象とし
て作成した「個別の指導計画」を持ち寄り、日本語指導の情報交換・意見交換等に活用し
たこともある。 
 
2-2 2 つの調査の概要 
 伊勢崎市では、日本語指導担当教員を対象に質問紙調査とインタビュー調査を実施した。 
 
① 質問紙調査 
伊勢崎市では日本語指導担当教員対象の研修が年に 3回（4月、8月、2月）実施される。
本稿で報告する質問紙調査は 2019年 2月の研修に参加した教員に調査用紙を配付し、後日
回収した（注 3）。回答者は 19名（小学校教員 15名、中学校教員 4名）だった（注 4）。質
問の内容は以下の通りである。 
 
1．「個別の指導計画」の作成について 
様式 1：誰が作成しているか、作成で特に困難を感じる点や気づいた点は何か 
様式 2：誰が作成しているか、「児童生徒の実態（ようす・ちから）」「指導計画」「今
後への引継ぎ事項」で作成に困難を感じる点や気づいた点は何か 
2．「個別の指導計画」の活用について 
「個別の指導計画様式 1・2」を誰と共有・活用しているか、誰と共有・活用したいか 
3．「個別の指導計画」に関する意見 
 
② インタビュー調査 
研究班に 2 年以上関わっている教員 5 名（小学校 4 名、中学校 1 名）に調査協力を依頼
し、2018 年 12 月から 2019 年 1 月に、上記①の質問を中心に半構造化インタビュー調査を
実施した。回答は許可を得て録音し、全て文字化して調査協力者に確認後、分析した。 
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図 1 個別の指導計画 様式 1（伊勢崎版）記載時の注意、記載例 
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図 2 個別の指導計画 様式 2（伊勢崎版）記載時の注意、記載例 
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３ 調査結果 
3-1 質問紙調査の結果 
 「個別の指導計画」様式 1 と 2 の作成者と、共有・活用の状況について、それぞれ表 1、
表 2にまとめた。また作成時の困難に関する自由記述の回答例を表 3に挙げた。 
 
表 1 様式 1・2 の作成者 
作成者 様式 1 様式 2 
主に日本語指導担当教員のみで作成 14 13 
日本語指導担当教員と支援助手が相談して作成することが多い 0 0 
日本語指導担当教員と学級担任が相談して作成することが多い 4 5 
日本語指導担当教員、学級担任、支援助手が相談して作成することが多い 1 1 
 
表 2 様式 1・2 の共有と活用の状況 
共有・活用している人 合計 
主に日本語指導担当教員のみが活用している（誰とも共有していない） 9 
日本語指導担当教員と支援助手が共有・活用することが多い 3 
日本語指導担当教員と学級担任が共有・活用することが多い 1 
日本語指導担当教員、学級担任、支援助手が共有・活用することが多い 4 
その他 （注 5） 2 
 
表 3 様式 1・2 作成時の困難点に関する記述回答例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 1から、様式 1・2 ともに「日本語指導担当教員のみで作成している」という回答が最
も多い。学級担任と相談して作成している例もあるが、多くの場合「個別の指導計画」は
日本語指導担当教員一人で作成していることがうかがえる。表 2の共有・活用については、
複数の関係者としている割合がやや高いものの、やはり「主に日本語指導担当教員のみが
活用している（誰とも共有していない）」という回答が最も多い。本来、「個別の指導計画」
は外国人児童生徒に関わる複数の指導者がその児童生徒の学習状況を理解するために作成
【様式 1について】 
・児童の保護者に関して（プライベートなので答えてもらいづらい）  
・家庭の実態が分かりにくいこと。 
・作成に必要な情報を入手するのに必要なことやものが整備しきれていない。 
 
【様式 2について】 
・自分の学年外の生徒の分は他学年と連携しなければ作成できない。他学年と連携する時間がなか
なか作れず苦労した。 
・空き時間がないと生徒の在籍学級での様子を見に行く時間が取れない点です。 
・（長期目標）将来、帰国か日本に残るか不明なことが多い。 
・突然の帰国等により計画の見直しや指導の時間の不足により、思うような学力の定着が見られな
い。効果的な指導を工夫する必要がある。 
・生徒一人一人というより、画一的になってしまう。 
Mar. 2020  日本語指導の『個別の指導計画』作成において教員はどのような課題を感じているか 221 
されるものであるが、調査結果からその点が十分機能していないことが明らかになった。 
 作成時の困難点として、様式 1 については児童生徒の保護者や家庭の状況、生育歴等の
情報不足の他、「日本語能力がまだ乏しい時は、辞書とジェスチャーで会話をしなければな
らない」等、情報入手に必要な言語的支援（通訳・翻訳）の不足が挙げられていた。 
 様式 2 の作成上の困難点には、特に在籍学級との連携をするための時間が不足している
という回答が見られた。その他、指導計画を作成しても将来的な見通しが立たないことや
突然計画変更が必要になる場合があることなど、計画通りに進まないことを困難点として
挙げる例があった。また、本来は個々の児童生徒に応じた指導目標や内容を考えるべきと
ころ、画一的なものになってしまうとの回答もあった。 
 
3-2 インタビュー調査の結果 
 調査協力者の小学校教員 4 名（A、B、C、D）と中学校教員 1 名（E）の「個別の指導計
画」に関する課題は（1）担当教員の主観による作成の不安、（2）担任教員との連携のしづ
らさ、（3）作成例・文例の必要性の 3 つにまとめられた。以下、表 4～6に発話例を示す。 
 
表 4（1）担当教員の主観による作成の不安 
 
 
 
 
 
 
表 5 （2）担任教員との連携のしづらさ 
 
 
表 6 
 
 
表 6（3）作成例・文例の必要性 
 
 
 
 
 
 
（1）の担当教員の主観による作成の不安は、3-1の表 1、表 2に示されたように、日本語
・なんか、自分の主観になっちゃうかなというので、（中略）どの程度、どういうふうに書いたらいいのか
な、というのは…。［小学校教員 A］ 
・見取りが難しいなというのはありますよね。（様式）2 のほうの。どの程度本当にできているのかって、本
当に自分がそこまで把握できているのかなという。［小学校教員 A］ 
・目標の立て方があまり抽象的になっちゃうと、指導が具体的にならないので、どういう目標がいいのか
というのは、自分なりには考えているけれども、それがあっているかどうかはちょっと。［小学校教員 D］ 
・担任の先生は、例えば 30人なら 30人を相手に授業を動かしているので、自分が面倒を見ている子を
中心に動かしているわけじゃないから、（中略）多少遠慮もあるし、自分とのやり方の違いかな。［小学
校教員 C］ 
・（担任と）何かあれば話をしたり、どうですかと声をかけたりしますが、なかなか、やっぱり担任の先生に
とっては、日本語教室の子だけじゃないので。［小学校教員 D］ 
・ある程度の書き方例は絶対にないと、初めての教員は書けない、大変だと思う［中学校教員 E］ 
・いろいろこういう視点がありますよ、というのだったらいいかな。文例集というか、（教師の）視点集。 
［小学校教員 B］ 
・「こんなタイプの子だけれども、どういう計画を立てますか」って、あれ（研修）をもっとやったらいいのに
なって思う。（中略）日本語教室を初めて持ちましたという人の、初めて用の研修ってないでしょう。 
［小学校教員 B］ 
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指導担当教員が一人で作成し、活用しているという点に大きく関連していると考えられる。
担任教員との連携が進まない要因については、（2）の発話例に示されている。担任教員は
クラス全体の児童生徒を見ているため、1人、または少数の児童生徒のことで時間をかける
ことに日本語指導担当教員自身が躊躇する傾向がうかがえる。 
（3）では「個別の指導計画」の具体的な例の必要性が指摘されている。教員 Bは特別支
援教育経験者であり、「個別の支援計画」を作成して活用した経験を持つ。その経験から、
特に日本語指導歴の浅い教員にとっては、「個別の指導計画」の作成と活用のイメージがつ
かみにくいことを指摘し、文例集や見取りの観点の例示、教員研修の活用を提案している。 
 
 以上、質問紙調査とインタビュー調査の結果から、「個別の指導計画」作成における課題
として、校内の指導者間の情報共有・連携の不足、および指導計画の具体例を提示する必
要性の二点が示された。 
 
４ 今後の課題 
 上述の指導者間の連携に関する課題は教員個人の力だけでは解決が難しく、学校のシス
テムとして整える必要がある。今後まずできることは、担任教員や関係する教員をどのよ
うに外国人児童生徒教育に巻き込んでいくかを考えることだろう。その一つの案として、
担任教員と日本語指導担当教員が協働して「個別の指導計画」の作成・活用を試行するこ
とを提案したい。外国人児童生徒の実態を把握し、どのような視点を持って目標を想定す
るのか、具体的な指導方法をどのように決めるのか、そしてその指導をどのように振り返
るかという一連のプロセスを共有していく。まず一人の児童生徒の「個別の指導計画」作
成から始めることで、その有効性や次の計画への改善点等にも気づきやすくなると考えら
れる。 
 その試行に取り組みやすくするためには、児童生徒の実際の例を基にした複数の指導・
支援の計画例の提示が必要になる。例えば、指導の期間が定まらず、指導時間数も変動が
ある中でどのように計画を立てていくのか、また途中変更を余儀なくされた場合にどのよ
うに対処するのか等も含め、指導計画の具体的な例を学習のプロセスとともに分かりやす
く示す工夫が求められるだろう。 
 今後は、このような試行の事例、および指導計画の複数の例を教育現場から収集し、そ
の有効性について検討していきたい。 
 
注 
（1） 公立学校に在籍する外国籍児童生徒数は文部科学省の「学校基本調査（平成30年度）」、
また日本語指導が必要な児童生徒数は文部科学省総合教育政策局「『日本語指導が必
要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 30 年度）』の結果について」のデータ
である。 
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（2）文化庁「日本語教育の推進に関する法律の施行について（通知）」 
 http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/shokan_horei/other/suishin_houritsu/1418260.html 
（3）本質問紙調査は伊勢崎市教育委員会の協力を得て実施した。 
（4）回答者 19名のうち、日本語指導経験年数が 5年以上の教員は 5人、3年が 2人、2年
が 5人、1年未満は 7名だった。 
（5）管理職と共有する、校内サーバー共有フォルダで全体で共有するなどの回答があった。 
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Abstract 
Difficulties Teachers Feel in Making and Utilizing “Individual 
Teaching Plans for Japanese Language Education” for Foreign 
Students in Japanese Schools 
Atsuko Furukawa   Ako Koike 
Individual teaching plans are necessary when teaching Japanese to foreign students. 
These include the instruction purpose, contents, and evaluation criteria. However, 
teachers do not fully utilize these plans. In this paper, we conducted surveys on 
individual teaching plans among Japanese language teachers at elementary and junior 
high schools in Isesaki City and clarified the issues. The surveys clarified that 
cooperation between teachers in schools was insufficient and that concrete examples of 
individual teaching plans were necessary. 
